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増加率が高かった。この背景には，都市部

を中心とする員外利用者の准組合員化の動

きがあったものとみられる。正組合員数の

減少と准組合員の増加は，80年代からの一

貫した傾向であり，全組合員数に占める正

組合員数の割合は低下し続け，06年度には

53.0％と01年度の57.4％と比べても4.4ポイ

ント低下した。

正組合員を個人と団体とに分けて見てみ

ると，06年度の団体正組合員の増加率は過

去４年間で最高の増加率となった。団体正

組合員数は，88年度より増加傾向にあり，

特に90年代から増加率が高まってきてい

る。今後も任意組織等の法人化にあわせ増

加していくものと思われる。
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情
 勢
 

本稿は，2006年度の『総合

農協統計表』を主な材料とし

て農協経営の動向を概観する

ものである。06年度に集計さ

れた組合数は844であり，合

併を反映し，前年度よりも42

組合減少した。

06年度の農協経営にかかる

主な外部環境の変化としては，06年７月に

ゼロ金利の解除があったことがあげられ

る。また，農協系統内部の動向としては，

部門別収支の均衡が課題となり，特に経済

事業改革を中心とした取組みがすすめられ

ていた時期である。

今回は，組合員数，主要事業量や収支の

動向等を概観したあと，近年の信用事業の

動向についてふれることとしたい。

（１） 組合員数

農協の組合員数は03年度から４年連続で

増加している（第１表）。これは，正組合

員数の減少以上に准組合員数が増加してい

るためである。特に06年度は，准組合員の

2006年度の農協経営の動向
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１　組合員数，役職員数等の動向

   （単位　人，団体，か所，％）

組合員   

　正組合員  

　　うち団体 

　准組合員  

役員（常勤）  

職員  

臨時・パート職員   

本所および出先機関  

資料　農林水産省『総合農協統計表』, 以下同じ        
（注）　出先機関には, 専従職員が配置されている支所, 出張所, 事業所が含まれる。  

第1表　組合員数・役職員数および施設数の推移 

９，３２２，４３１ 

４，９４２，２００ 

１０，３４７ 

４，３８０，２３１ 

３，５９２ 

２２７，７１１ 

３９，３０３ 

１９，６８９ 

△０．３ 

△０．７ 

３．７ 

０．３ 

△１．６ 

△２．２ 

１１．６ 

△０．５ 

０６年度 

実数 前年比増減率 

０１ 

△０．１ 

△１．０ 

△２．４ 

１．１ 

４．０ 

△２．２ 

△４．２ 

△０．８ 

０２ 

０．３ 

△１．０ 

２．９ 

２．０ 

２０．６ 

△３．７ 

△１．２ 

△４．１ 

０３ 

０．５ 

△１．０ 

４．３ 

２．５ 

△１．０ 

△３．１ 

２．２ 

△３．２ 

０４ 

０．５ 

△１．１ 

３．１ 

２．４ 

０．３ 

△３．１ 

△３．０ 

△１．５ 

０５ 

１．５ 

△１．１ 

５．９ 

４．５ 

△０．４ 

△２．３ 

２．１ 

△６．６ 

０６ 

はじめに



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

（２） 役職員数

役職員数（常勤）は，役員および職員数

ともに減少した。職員数については，94年

度から減少している。03年度から05年度の

３年間における職員数の減少率は３％台で

あり，06年度の△2.3％は過去３年間の減

少率と比べ低くなっている。また，06年度

の事業別職員数では共済職員数のみ増加し

ているが，この傾向は96年度から11年間続

くものである。

一方，臨時・パート職員数は2.1％増加

した。臨時・パート職員数は，01年度の約

４万１千人をピークに増減を繰り返してい

る。

（３） 本所および出先機関数

本所および出先機関数は，前年比△

6.6％と大きく減少した。
（注）

特に出張所が同

△18.3％と大きく減少した。約9,200と出先

機関のなかで最も多い支所数は，前年度よ

り826減少しており，減少率は8.3％であっ

た。出先機関数の減少は，04年に示された

「金融店舗における存置最低基準」への対

応に伴い統廃合が進められている結果であ

ると思われる。

また，共同利用施設に

ついて見ると直売所数の

増加が顕著であり，集計

を開始した03年度に864か

所だったものが06年度に

は1,328か所と約53％も増

加した。
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（注）出先機関には，専従職員が配置されている支
所，出張所，事業所が含まれる。

06年度の主要事業量を見てみると，貯金

および貸出金が増加したほかは前年比減少

となった（第２表）。貯金残高は80兆円を

超え，同1.6％の伸びとなった。貸出金残

高については，年度末残高だけでなく年度

平均残高でみても増加となった。

共済事業においては，長期共済期末保有

契約高の減少率が年々高くなっている。保

有契約高の減少の主な要因は，高い貯蓄性

をもつ養老生命共済契約にある。JA共済

連のディスクロージャー誌によれば，長期

共済期末保有契約高は前年比で約8.6兆円

減少しており，うち養老生命共済の保有契

約高は約5.6兆円減少している。その背景

には，養老生命共済の予定利率の低下があ

るものと思われる。

購買事業供給・取扱高についても△

4.2％と前年度と比べ大幅な減少となった。

購買事業の縮小は，経済事業改革のなかで
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   （単位　億円，％）

貯金残高（年度末）  

貸出金残高（年度末） 

長期共済期末保有契約高 

購買事業供給・取扱高 

　うち生産資材 
　　　生活物資 

販売事業供給・取扱高 

第2表　主要事業量の推移 

８０３，９７３ 

２１７，５５６ 

３，５１６，８１４ 

３３，０９２ 

２２，９８４ 
１０，１０８ 

４５，０２４ 

２．１ 

△１．４ 

△０．６ 

△４．１ 

△３．４ 
△５．４ 

△４．８ 

０６年度 

実額 前年比増減率 

０１ 

１．３ 

△０．９ 

△１．２ 

△４．９ 

△４．３ 
△６．０ 

０．５ 

０２ 

２．１ 

△０．３ 

△１．９ 

△４．５ 

△３．１ 
△７．１ 

△０．９ 

０３ 

２．２ 

△０．８ 

△２．０ 

△２．９ 

△０．９ 
△６．９ 

△１．９ 

０４ 

１．５ 

０．０ 

△２．１ 

△２．０ 

△０．２ 
△５．８ 

△１．９ 

０５ 

１．６ 

２．５ 

△２．４ 

△４．２ 

△３．７ 
△５．３ 

△０．３ 

０６ 

２　主要事業量の動向
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県単位での施設や配送の集約化が進展した

ことや，農協子会社等へ業務が移譲された

ことなどを背景に，一部の数字が同統計に

反映されなくなっていることも大きな減少

要因であるとみられる。

販売事業について，販売事業供給・取扱

高は前年比△0.3％と減少は小幅だった。

野菜や果実を中心に農産物価格が好調だっ

たことが要因にあると思われる。「農業物

価統計」によれば，05年を基準とした06年

の農産物価格指数（総合）は前年比2.9％上

昇しており，野菜は8.2％，果実は20.6％も

上昇している。

事業総利益は03年度から継続して減少し

ており，同時に事業管理費も減少している

（第３表）。事業管理費の減少額が事業総利

益の減少額よりも大きいことから，事業利

益は増加し，前年比7.2％増えた。

事業別に総利益を見ると，信用事業総利
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益の伸びが前年比1.8％と高かった。その要

因としては資金収支の改善があるが，詳し

くは後述する。また，販売事業総利益も

1.6％の増加となった。一方，共済および

購買事業総利益は，それぞれ前年比で

1.3％，6.4％減少した。両数値がともに減

少するようになったのは01年度からであ

る。

事業管理費の前年比減少率は，過去３年

間徐々に低下してきている。事業管理費の

約７割を占める人件費も同じ傾向を示して

いる。これまで人件費の減少率が事業管理

費全体の減少率よりも高く，人件費圧縮が

事業管理費削減の中心となってきたが，06

年度はその他事業管理費がほぼ半減するな

ど大きく減少し，人件費の減少率は事業管

理費全体の減少率よりも低くなった。

部門別損益計算書を利用して事業利益を

見てみると，信用および共済事業が黒字で

農業関連および生活その他事業が赤字とい

う構図は，部門別損益計算書が同統計に掲

載されるようになった04年度から変わって

いない（第４表）。しかし，05年

度以降は農業関連および生活そ

の他事業の赤字が縮小し続けて

いる点が注目される。

更に近年の動向では，共済事

業利益の推移が気になるところ

である。共済事業総利益は減少

傾向にあり，それは農協の共済

付加収入の減少傾向と大きく関

わっている。同事業の事業管理

費は，共済事業に従事する職員
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（単位　億円，％） 

事業総利益  

　うち信用事業 
　　　共済事業 
　　　購買事業 
　　　販売事業 

事業管理費  

　うち人件費 

事業利益  

経常利益  

当期剰余金  

第3表　収支の推移 

１９，７２２ 

７，４４９ 
５，４１５ 
３，９２５ 
１，３３５ 

１８，００７ 

１２，７１４ 

１，７１５ 

２，２６８ 

１，４２４ 

△３．８ 

△９．１ 
△０．６ 
△１．０ 
△３．６ 

△３．１ 

△２．７ 

△３８．６ 

△４９．２ 

△３６．９ 

０６年度 

実額 前年比増減率 

０１ 

１．０ 

６．３ 
△０．８ 
△４．９ 
１．７ 

△３．３ 

△３．６ 

３４５．２ 

９７．６ 

△２．９ 

０２ 

△２．５ 

△１．７ 
△１．９ 
△５．１ 
０．４ 

△３．９ 

△４．５ 

２１．８ 

２０．０ 

５９．５ 

０３ 

△２．６ 

△２．３ 
△１．２ 
△６．３ 
△２．０ 

△２．６ 

△３．３ 

△２．８ 

３．３ 

１９．７ 

０４ 

△１．２ 

２．１ 
△１．５ 
△６．６ 
△１．０ 

△２．５ 

△２．５ 

１６．３ 

３．７ 

△４．３ 

０５ 

△１．２ 

１．８ 
△１．３ 
△６．４ 
１．６ 

△１．９ 

△１．７ 

７．２ 

５．８ 

１９．０ 

０６ 

３　収支の動向
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数を増やしてきたこともあり，わずかなが

ら増加してきている。その結果，事業利益

は減少傾向にある。しかしながら，依然共

済事業利益が事業利益のなかで最も大き

く，農協の収支に大きく貢献していること

から，その動向は今後も注意が必要であろ

う。

営農指導事業の収支差額を事業利益ベー

スで見ると，04年度以降ほとんど変化がな

く，約△1,150億円である。営農指導事業

は，農協法上においても農協経営において

も重要な位置を占めるものと思われるが，

より効果的な事業運営を実施していく必要

があろう。
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（１） 06年度の農協経営

『総合農協統計表』から06年度の農協

経営について概観するならば，ここ数

年，特に02年度以降の流れを踏襲して

いるといえるのではないか。それは，

正組合員数の減少と准組合員数の増加，

共済事業と経済事業を中心とした事業

量の減少，事業総利益の減少額を超え

る事業管理費の削減，事業総利益にお

ける信用事業総利益依存の高まりなど

にみられる。以下では，調達および運

用利回り，06年度の信用事業総利益の

増加要因および事業総利益における信

用事業総利益依存の高まりについてみ

ていきたい。

（２） 調達および運用利回り・利ざや

第５表は，過去５年間の信用事業におけ

る利回りおよび利ざやの推移である。06年

度は，ゼロ金利の解除によって貯金利回り

が上昇している。同時に貸出金利回りも上

昇したが，貸出金利回りから貯金利回りを

差し引いた利ざやは2.11％から2.09％に低

下した。この貯金貸出金利ざやは低下傾向

が続いている。一方，預け金利回りは

0.6％から0.7％へ0.1ポイント上昇し，有価

証券利回りは0.03ポイント低下となった。

この結果，資金調達運用利ざやは，0.99％

から1.02％に0.03ポイント上昇した。資金
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   （単位　億円，％） 

事業総利益 

　信　用 
　共　済 
　農業関連 
　生活その他 
　営農指導 

事業管理費 

　信　用 
　共　済 
　農業関連 
　生活その他 
　営農指導 

事業利益 

　信　用 
　共　済 
　農業関連 
　生活その他 
　営農指導 

当期利益（注） 

　信　用 
　共　済 
　農業関連 
　生活その他 
　営農指導 
（注）　税引前当期利益 

第4表　部門別損益の推移 

０４年度 ０５ ０６ ０５ ０６ 

実額 前年比増減率 

２０，２０３ 

７，１６６ 
５，５７１ 
４，４８１ 
３，１６６ 
△１８０ 

１８，８２７ 

５，８４９ 
３，５０９ 
４，９２０ 
３，５６６ 
９８２ 

１，３７６ 

１，３１７ 
２，０６１ 
△４４０ 
△３９９ 
△１，１６３ 

２，０６３ 

１，６８４ 
２，１４６ 
△３０４ 
△３２４ 
△１，１３８ 

１９，９６３ 

７，３１８ 
５，４８４ 
４，３９６ 
２，９４４ 
△１７９ 

１８，３６３ 

５，７５３ 
３，５１２ 
４，８２１ 
３，３１４ 
９６４ 

１，６００ 

１，５６５ 
１，９７２ 
△４２５ 
△３７０ 
△１，１４２ 

１，８８８ 

１，８００ 
１，９８５ 
△３６８ 
△３９８ 
△１，１３１ 

１９，７２２ 

７，４４９ 
５，４１５ 
４，２９０ 
２，７３８ 
△１７０ 

１８，００７ 

５，７１８ 
３，５１２ 
４，６８９ 
３，１０６ 
９８２ 

１，７１５ 

１，７３１ 
１，９０３ 
△３９９ 
△３６８ 
△１，１５２ 

２，１４２ 

２，０４２ 
１，９４１ 
△３２０ 
△３８４ 
△１，１３８ 

△１．２ 

２．１ 
△１．５ 
△１．９ 
△７．０ 
△０．９ 

△２．５ 

△１．６ 
０．１ 
△２．０ 
△７．１ 
△１．９ 

１６．３ 

１８．８ 
△４．３ 
△３．３ 
△７．４ 
△１．８ 

△８．５ 

６．９ 
△７．５ 
２０．９ 
２２．８ 
△０．６ 

△１．２ 

１．８ 
△１．３ 
△２．４ 
△７．０ 
△４．８ 

△１．９ 

△０．６ 
０．０ 
△２．７ 
△６．３ 
１．９ 

７．２ 

１０．６ 
△３．５ 
△６．２ 
△０．４ 
０．８ 

１３．５ 

１３．４ 
△２．２ 
△１３．１ 
△３．６ 
０．６ 

４　農協経営の概観と

近年の信用事業の動向
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調達運用利ざやの上昇には，預け金利回り

の上昇が大きく寄与した。

（３） 信用事業総利益の増加要因

信用事業総利益が05年度および06年度と

２年連続で増加しているが，01年度以降の

前年比増減額の内訳を見てみると，信用事

業総利益の主な増減要因は毎年異なってい

農林金融2008・8

る（第１図）。信用事業

総利益が増加したのは

02年度，05年度および

06年度であり，そのう

ち05年度と06年度をみ

ると，05年度では資金

収支をのぞく全ての収

支が前年比増加となっ

たが，06年度は資金収

支が大きく改善し，そ

れが信用事業総利益の増加に寄与した。

資金収支のうち資金運用収益の推移とそ

の内訳をみたのが第２図である。これを見

ると，01年度以降では06年度のみ資金運用

収益が増加したことがわかる。この増加は，

06年７月のゼロ金利解除という外部環境変

化の影響が大きかったものと見られるが，

農協内部の動向としては，資金運用収益の

内訳において高い割合を占める貸出金利息

と預け金利息の増加が資金運用収益の増加

につながったと見ることができる。特に，

貸出金利息の増加は92年度以来のことであ

り，貸出金利回りの上昇および貸出金の年

度平均残高が前年比を上回ったことが寄与

したものと思われる。もちろん，これは農

協が住宅ローンに力を入れた成果であろ

う。

（４） 事業総利益における信用事業

総利益依存への回帰

第３図は，66年度以降の事業総利益に占

める部門別事業総利益の割合を示したもの

である。長期的傾向としては，共済事業総
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（単位　％） 

貯金利回り（Ａ） 
貸出金利回り（Ｂ） 
預け金利回り（Ｃ） 
有価証券利回り 

貯金貸出金利ざや（Ｂ）ー（Ａ） 
貯金預け金利ざや（Ｃ）ー（Ａ） 

資金調達運用利ざや 

（参考）基準金利 
（注）１　預け金利回りは, （受入利息＋その他受入利息）／預け金平均残高     

２　資金調達運用利ざや＝（資金運用収益－資金調達費用）     
　　　　／（貸出金平均残高＋預け金平均残高＋有価証券平均残高）    

第5表　利回りおよび利ざやの推移 

０．１６ 
２．６２ 
０．７１ 
１．９７ 

２．４６ 
０．５５ 

１．１５ 

０１年度 

０．２５ → ０１年９月より  ０．１ → ０６年７月より  ０．４ 

０．０９ 
２．５１ 
０．６１ 
１．８４ 

２．４２ 
０．５２ 

１．１０ 

０２ 

０．０６ 
２．３２ 
０．５７ 
１．３７ 

２．２６ 
０．５１ 

１．０１ 

０３ 

０．０５ 
２．２５ 
０．６０ 
１．４６ 

２．２０ 
０．５４ 

１．０２ 

０４ 

０．０５ 
２．１６ 
０．６０ 
１．４６ 

２．１１ 
０．５５ 

０．９９ 

０５ 

０．１１ 
２．２１ 
０．７０ 
１．４３ 

２．０９ 
０．５９ 

１．０２ 

０６ 

８００ 
（億円） 

６００ 
４００ 
２００ 
０ 

△２００ 
△４００ 
△６００ 
△８００ 

０１年度 

第1図　信用事業総利益の前年比増減額の内訳 

０２ ０３ ０４ ０５ ０６ 

その他経常収支 

役務取引等収支 
その他事業直接収支 

資金収支 

信用事業総利益 

８００ 
（億円） 

６００ 
４００ 
２００ 
０ 

△２００ 
△４００ 
△６００ 
△８００ 
△１，０００ 

０１年度 

第2図　資金運用収益の前年比増減額の内訳 

０２ ０３ ０４ ０５ ０６ 

貸出金利息 
有価証券利息 

その他受入利息 

預け金利息 

資金運用収益 
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合の高まりは，信用事業総利益の増加傾向

とともに，部門別事業総利益において第２

位および第３位となっている共済および購

買事業総利益の減少を示すものである。過

去，購買事業総利益の減少を共済事業総利

益の増加が補完してきたような，減少して

いる事業の事業総利益を埋める事業が今の

ところ見受けられないことは懸念される。

農協における02年度以降の事業利益の増

加は，事業総利益の減少を上回る事業管理

費の削減で実現したものである。ただし，

事業管理費の減少率は年々小幅になる一

方，事業総利益においては信用事業総利益

の増加で他事業の減少をカバーする傾向が

続いている。そのため，06年度において顕

著だったように，信用事業の環境変化が農

協収支へ与える影響が再び大きくなってい

ることに留意する必要があろう。

（研究員　若林剛志・わかばやしたかし）
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利益が事業総利益に占める割合は増加して

きたが，04年度をピークに頭打ちとなって

いる。購買事業総利益の割合は減少傾向に

あるが，販売事業総利益の割合はわずかだ

が99年度以降増加傾向にある。信用事業総

利益の割合は，80年代まで高く，90年代以

降はその割合が低くなっている。しかし，

01年度を境に02年度からその割合が再び高

まりつつあり，06年度は37.8％となってい

る。特に05年度および06年度は信用事業総

利益が増加したことからその割合の伸びも

大きい。

事業総利益に占める信用事業総利益の割

５０ 
（％） 

４５ 
４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

３５ 

２５ 

１５ 

５ 

６６ 
年度 

７１ ７６ ８１ ８６ ９１ ９６ ０１ ０６ 

第3図　部門別事業総利益の構成比の変化 

販売事業 

信用事業 

共済事業 
購買事業 

おわりに


